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第3節　「公正」に関する指標の国際比較………………………………………………………… 104
（公正に関する指標は、所得の分配と機会の平等及び個人の社会的自立の程度を

反映しており、日本は全般的に低いパフォーマンスを示している）
1　相対的貧困率………………………………………………………………………………… 104

（日本の相対的貧困率は、再分配前後ともに、2000年代中頃からOECD平均を
上回っている）

2　ジニ係数……………………………………………………………………………………… 106
（ジニ係数は、社会における所得分配の不平等さを表す指標であり、日本では、再

分配前後共に、OECD平均を上回っている）
3　男女間賃金格差……………………………………………………………………………… 113

（フルタイム労働者の男女間賃金格差は、欧米諸国より高い水準となっている）
4　失業給付水準………………………………………………………………………………… 113

（日本の失業給付の水準は、OECD平均よりも約15ポイント高いが、他の社会扶
助給付を加えた場合はOECD平均とほぼ同程度である）

第4節　「健康」に関する指標の国際比較………………………………………………………… 115
（健康に関する指標は、病気とその治療だけでなく、死亡率や罹患率などに影響を

与える他の社会的要素も反映しており、日本は良好なパフォーマンスを示してい
る）

1　寿命…………………………………………………………………………………………… 115
（日本の寿命は、70年代後半から、先進諸国の中で最も高い水準を示している）

2　乳児死亡率…………………………………………………………………………………… 116
（日本の乳児死亡率は、先進諸国では最も低い水準となっている。）

3　肥満率………………………………………………………………………………………… 117
（日本の肥満率は、先進諸国中では男女ともに最も低い水準となっている）

4　保健医療支出………………………………………………………………………………… 118
（日本の公共と民間を合わせた保健医療支出の対GDP比は、先進諸国の中でも低

水準で推移している）

第5節　「社会的つながり」に関する指標の国際比較…………………………………………… 120
（「社会的つながり」に関する指標は、国民の社会参加の程度や、日常生活から得る

満足度等を反映しており、日本は多くの課題を抱えているといえる）
1　生活満足度…………………………………………………………………………………… 120

（日本では、他の先進諸国と比較して、男女ともに低い生活満足度となっている）
2　政治制度、公的機関への信頼度… ………………………………………………………… 121

（日本では、政治制度・公的機関への信頼度がOECD平均よりも低くなっている）
3　国政選挙の投票率…………………………………………………………………………… 122

（日本の国政選挙の投票率は、カナダ、アメリカに次いで低い）
4　労働組合加入率……………………………………………………………………………… 123

（日本の労働組合加入率は、OECD平均とほぼ同水準となっており、長期低下傾向
にある）

5　自殺率………………………………………………………………………………………… 123
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（日本の自殺率は、男女ともに高い水準となっている）

第6節　社会保障の給付と負担に関する指標の国際比較……………………………………… 126
1　社会保障の規模……………………………………………………………………………… 126

（日本の公的社会支出の対GDP比は増加傾向にあるが、一貫してOECD平均よ
り低い）

（日本の私的社会支出の対GDP比は、3％程度で推移している）
（日本の社会支出は、公的、私的ともに、先進諸国中では中規模となっている）

2　社会保障の給付規模………………………………………………………………………… 128
（給付の規模を部門別に比較すると、年金は米英を上回り、医療は米英や欧州諸国

を下回る規模となっている）
（保育、家族手当などの家族関係社会支出の対GDP比は低く、フランスやスウェー

デンなどに比べて3分の1程度の規模にとどまっている）
（日本は、高齢化率は大きく増加しているものの、社会支出の規模の拡大は、欧米

諸国より低く推移している）
3　社会保障の負担規模………………………………………………………………………… 131

（日本の国民負担率の水準は、先進諸国の中では低い水準にある）
（OECD主要国では、国民負担率が高齢化などに伴いおおむね上昇する中、日本は

税収の落ち込み等で低下傾向にある）

第7節　国際比較からみた日本社会の姿………………………………………………………… 133
（経済水準の高さ、就業率の高さ、教育水準の高さ、長寿社会を実現した質の高い

保健医療システムなどが、日本社会の長所として挙げられる）
（所得格差、男女間格差、社会的つながり、社会保障の安定財源確保等の問題に取

り組むことが今後の日本社会の課題である）

第6章　日本社会の直面する変化や課題と今後の生活保障のあり方…… 135
第1節　日本社会の直面する変化と課題………………………………………………………… 135

（昨年の東日本大震災や原発事故などの喫緊の課題はもちろん、人口減少社会や
経済のグローバル化といった社会変化への対処を求められている）

1　少子高齢化の急速な進展…………………………………………………………………… 135
（1）少子高齢化の進展による人口減少の概要………………………………………………… 135

（日本は、出生数の減少により、人口減少局面を迎えている）
（今後も日本の総人口は急速に減少し、2060年には人口が9000万人を割り込

むと推計されている）
（今後も年少人口と生産年齢人口は減少が続き、2060年には、高齢者率は40％

近い水準になると推計されている）
（平均寿命は今後さらに伸長し、2060年には、男性84.19年、女性90.93年に到

達すると見込まれる）
（少子高齢化は、多産多死から少産少死への転換によるものであり、先進国共通の

現象であるが、日本の場合は、先進諸国と比較して急速に進展している）
（2）少子化の背景となる社会・家族の変化…………………………………………………… 140
①進学率の高まりと女性の社会進出……………………………………………………… 140
（大学進学率の増加を背景として、女性のライフコースが専業主婦志向から、仕事

と家庭の両立や非婚就業志向へと変化した）
②晩婚化・未婚化の進展… ………………………………………………………………… 143
（「晩婚化」や「晩産化」が進行しており、人口学的には少子化の主な原因とされて
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いる）
（生涯未婚率は上昇傾向にあり、2030年には、およそ男性の10人のうち3人、女

性の10人のうち2人が生涯未婚であると予測されている）
③夫婦の出生する子ども数の減少………………………………………………………… 146
（夫婦の出生児数は、2002年まで30年間一定水準で安定していたが、近年低下

している）
（夫婦は出生意欲を維持しているが、経済的問題や年齢などの理由から、理想通り

の出生が難しい状況がみられる）
④少子高齢化によるライフコース（人生の道筋）の変化………………………………… 149
（ⅰ）ライフコースの遷延
（少子化により子育ての手間がかかる期間は短くなったが、高学歴化により経済

的負担は増加するとともに、老後の期間が長くなり介護等の必要性が高まってい
る）

（ⅱ）ライフコースの多様化
（社会の変化や価値観の多様化を背景に、生涯未婚の人や生涯子どもを生まない

人も増えており、ライフコースの多様化が進んでいる）
（ⅲ）ライフコースの非定型化
（従来の定型的なライフコースは、家族のあり方や働き方の変化の中で、一般的で

なくなりつつある）
（3）少子高齢化の経済への影響………………………………………………………………… 151

（サプライサイドでは、労働力人口の減少や貯蓄の減少による潜在的成長率の低
下が指摘される）

（労働力人口の減少を通じた労働投入量の減少が考えられる）
（労働力の減少に対応するためにも、若者、女性、高齢者、障害者など、あらゆる人

が就業意欲を実現できる、持続可能な「全員参加型社会」を実現することが重要で
ある）

（今後の経済成長の実現のためには、生産性の向上が重要な課題である）
（デマンドサイドでは、現役世代の消費が減少するため、需要の維持のためには、

現役世代の購買力の維持・個人消費の活性化、高齢者向け市場の開拓や、海外輸出
の拡大へのシフトなどの産業・市場構造の転換が必要である）

（4）少子高齢化の地域社会への影響…………………………………………………………… 155
（大都市圏の一部の都県を除き、都道府県別の人口は出生率の減少と人口の流出

を要因として、減少傾向にある）
（地域の将来人口の姿は、全国の少子高齢化の中で、非大都市圏の少子化と大都市

圏の高齢化が、より一層顕著になると予想される）
（市区町村レベルでは、小規模の市区町村ほど人口の減少率が大きくなる）
（過疎地域では、人口減少が急速に進行することが予想され、地域社会の機能維持

が大きな課題となっている）
（増加する高齢者単独世帯に対応した地域づくりも今後の重要課題である）

（5）少子高齢化に伴う社会保障関係費の増加による財政への影響………………………… 160
（社会保障の安定財源確保と財政健全化を同時に達成するための取組みが必要で

ある）
2　経済の長期的低迷とグローバル化の進展………………………………………………… 161

（1990年代初頭以降、バブル崩壊後の調整の長期化等の影響により、「失われた
20年」といわれる構造的なデフレ体質による経済低迷をもたらしている）

（冷戦終結以降、東側諸国と第三世界の多くの国々が市場経済へ移行し、世界経済
における国際的な結びつきが急速に深まった）

（近年のグローバル化には、新興国の台頭、自由貿易の広がり、知識経済化の進展
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といった特徴がある）
（国際競争力を強化し、経済成長を実現するためには、成長分野でのイノベーショ

ンを進めるとともに、新産業分野を創出することが喫緊の課題である）
3　雇用環境の変化……………………………………………………………………………… 164

（完全失業率は、バブル崩壊以降上昇しており、特に若者の完全失業率は、全ての
年齢層と比較して常に高い状態が続いている）

（長期失業者数も増加し、低年齢化の傾向が見られる）
（市場競争の激化によるコスト削減圧力、経済のマイナス成長に対応するという

企業側のニーズや、多様な働き方を求める労働者側のニーズを背景に、非正規雇
用が増加した。）

（正規雇用と非正規雇用との間には、賃金の格差が生じている）
（不安定な雇用や賃金の上昇率の低さが、有配偶率にも影響していることが考え

られる）
（フリーター人口も、依然高水準で推移している）
（非正規雇用から正規雇用への移行が困難になる傾向が見られ、若者に対する効

果的な就職支援が重要である）
4　国債残高の増大……………………………………………………………………………… 170

（歳出増と税収減が続き、その穴埋めを国の借金で行った結果、国の財政は、普通
国債残高が700兆円を超えると見込まれるなど、極めて厳しい状況にある）

（国の債務残高の増加は、政策選択の幅の縮小、金利の上昇、国家への信認の低下、
将来世代への負担の先送りなど様々な悪影響を及ぼすおそれがある）

5　格差の拡大及び家族・地域のつながりの希薄化… ……………………………………… 173
（1）格差の現状…………………………………………………………………………………… 173

（所得格差を示す相対的貧困率やジニ係数は増加傾向にある）
（生活保護受給者数は、1995年以降増加に転じ、引き続き増加傾向にある）
（雇用形態による格差は、賃金水準のみならず、家族形成にも影響を与えている）
（家庭の経済状況の差が教育や雇用の格差を生み、「貧困の連鎖」が懸念される）

（2）国民の生活実感の低下……………………………………………………………………… 181
（国民の平均所得金額は低下傾向にある）
（生活意識については、生活苦を実感している世帯が増加している）
（生活水準の低下傾向を実感している人が増加傾向にある）
（今後の暮らしが上向くイメージが描きにくくなっている）
（国民は、「中間層が厚い社会」を望ましいと考えているものの、現実の社会は「ビ

ラミッド構造」だと考えている人が多い）
（3）社会的つながり・連帯感の綻び…………………………………………………………… 186

（単身世帯やひとり親世帯が増加している）
（他者への信頼感については、若い世代ほど希薄な傾向がみられる）

（4）社会的問題の顕在化………………………………………………………………………… 192
（人々のつながりの希薄化や様々な社会的リスクが連鎖・複合したことが、社会的

問題の顕在化の背景にあると考えられる）

第2節　社会変化に対応した生活保障のあり方………………………………………………… 203
（個人は、家族、地域、企業・市場との社会的関わり合いの中で自分の居場所や役割

を見出して生きている社会的存在であり、社会保障制度は、これらのつながりを
公的な仕組みで代替・補完するものである）

1　家族…………………………………………………………………………………………… 203
（家族は人間社会の基礎的な構成単位であり、生活の場であるとともに、愛情や精

神的安らぎの場である）
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（社会変化の中で、家族を取り巻く状況も大きく変化している）
（これからも家族の機能が十分に発揮されるようにするためには、社会保障によ

りその機能を補完し、家族を社会全体で支えていくことが重要である）
2　地域社会……………………………………………………………………………………… 205

（地域社会は、日常生活やコミュニケーションの場であるとともに、人々とつなが
り、支え合う相互扶助の場でもあり、基礎自治体として社会保障サービスの提供
等を通じて、人々の生活を支える場である）

（人口減少社会においては、地域コミュニティの維持自体が大きな課題であり、地
域機能の維持を図ることが重要である）

（地域機能を維持していくためには、産業の育成を通じて雇用機会を確保し、新た
な公共等と協働しながら、地域におけるつながりを再構築するとともに、地域包
括ケアの実現等によりコミュニティと連携した生活保障の基盤を構築すること
が重要である）

3　企業・市場… ………………………………………………………………………………… 210
（企業・市場は、富と雇用機会の創出や法定福利費の負担などを通じて、日本の生

活保障の中心的役割を果たしてきた）
（企業は、経済の長期低迷や経済のグローバル化の中で、新たな産業・市場の創出、

雇用環境の整備、人材育成などの課題に直面している）
（国際競争力を維持し、経済の拡大を図るためには、企業による新たな産業の創

出・市場の開拓が不可欠であり、企業のイノベーションやチャレンジが重要であ
る）

（雇用の不安定化が、経済格差や若者の希望格差の拡大につながらないようにす
るためには、働き方の違いに関わらず、安定した生活を営むことができる環境を
整備することが重要である）

4　政府…………………………………………………………………………………………… 216
（政府は、国民の生活保障のために、社会保障制度を運営し、経済成長のための環

境整備を行うことが求められている）
（社会保障制度は、持続可能性・公平性を確保しながら機能強化するとともに、効

率的かつ効果的な制度運用を図ることが求められる）
（政府は、説明責任を果たすとともに、行政の信頼回復と社会保障制度に対する理

解の促進に努めることが重要である）

第7章　社会保障を考えるに当たっての視点……………………………… 218
第1節　望ましい社会の姿を考える……………………………………………………………… 218

（社会保障を考える際には、まず、どのような社会が望ましいかを考えることが必
要である）

（近現代の社会は、「自立した個人」を基本としている一方で、同時に人間は社会的
な存在でもあり、家族や共同体の中でお互いに助け合いながら生きていくことが
必要である）

（社会のあり方、その構成要素である家族、地域、企業・市場のあり方を考える中
で、政府による支援のあり方が見出される）

第2節　社会保障の機能・役割を理解する… …………………………………………………… 219
1　社会保障は、生活上のリスクを軽減し、生活への安心を提供する……………………… 219

（社会保険は、国民生活におけるリスクに備える仕組みであり、預金等の金融商品
とは異なる）

（保険商品が「支払い損」とはいえない側面があるのと同様、社会保険も単純に「支
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払い損」とはいえない）
2　社会保障は、高齢世代への私的扶養を代替することで、現役世代の生活保障にも…
貢献している………………………………………………………………………………… 220
（社会保障制度ができる前は、家族内で、現役世代が両親や祖父母への仕送りや扶

養を行ってきた）
（社会保障制度は、私的扶養の負担を、社会全体で受け止め、経済成長とともに起

こってきた都市化・核家族化などに対応できるよう「社会化」したものである）
3　社会保障は、経済成長と社会の安定に寄与し、雇用を創出する………………………… 224

（社会保障には、経済を底支えし、経済を活性化させる機能がある）
（社会保障の経済的機能としては、セーフティネット機能と総需要拡大機能があ

る）
（政府には、経済成長と社会保障の好循環を実現するための環境整備が求められ

る）

第3節　社会保障の費用負担を考える…………………………………………………………… 230
1　社会保障の給付と負担の関係を考える…………………………………………………… 230

（日本の社会保障給付費は、100兆円を上回っており、保険料負担が約6割、税負
担が約4割となっている）

（社会全体の福祉ニーズの規模を考えるに当たっては、民間企業や家族を通じて
提供される私的なお金やサービスのやりとりについても考慮することが必要で
ある）

（社会保障制度の拡充は、保険料や租税の負担の増加をもたらす一方で、個人や家
族の扶養、介護、育児等の負担などを軽減する効果があることについても考慮す
ることが重要である）

2　社会保障制度の公平性と効率性を考える………………………………………………… 237
（制度の公平性の確保は、国民から信頼される社会保障制度にとって不可欠であ

る）
（社会保障制度の効率性は、機能強化に伴う負担増に対する国民の理解と納得を

得るためには不可欠である）
（社会保障制度を、より公平かつ効率的にするためには、情報通信技術の利用が不

可欠であり、そのためには、社会保障・税番号制度等の社会的な基盤整備が重要で
ある）

第4節　他者の立場で考える……………………………………………………………………… 239
（社会保障は社会連帯に基づく支え合いの制度であり、社会保障を考えるに当

たっては、自分の都合や利益だけではなく、他者の立場に立って、社会のあり方を
考える視点が極めて重要である）

おわりに…～今こそ、国民的議論を～………………………………………… 245
（社会保障のあり方を、国民一人ひとりが考え、国民的議論に主体的に参加してい

くことが重要である）
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